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介
護
度
区
分
の
変
更

　

今
回
の
制
度
改
正
に
よ
り
「
予

防
重
視
型
サ
ー
ビ
ス
」
の
充
実
を

目
的
と
し
て
、
六
段
階
で
あ
っ
た

介
護
度
が
比
較
的
軽
度
な
要
介
護

区
分
を
細
分
化
し
、
七
段
階
に
な

り
ま
し
た
。

予
防
重
視
型
サ
ー
ビ
ス
が

　
　
　
　
　
　
　
ス
タ
ー
ト

　

要
介
護
状
態
を
で
き
る
限
り
予

防
し
、
要
介
護
状
態
と
な
っ
て
も

状
態
が
悪
化
し
な
い
よ
う
に
す
る

「
予
防
重
視
型
サ
ー
ビ
ス
」
の
導

入
が
中
心
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

介
護
保
険
制
度
改
正
に
併
せ
、
介
護
保
険
料
も
見
直
さ
れ
ま
し
た
。

介
護
保
険
は
、
介
護
が
必
要
と
な
っ
た
方
を
社
会
全
体
で
支
え
る
た
め
、

必
要
な
費
用
を
皆
さ
ま
の
保
険
料
（
40
歳
以
上
）
と
国
・
県
・
市
の
負

担
金
で
賄
っ
て
い
ま
す
。

　

南
あ
わ
じ
市
で
は
平
成
18
年
度
か
ら
平
成
20
年
度
ま
で
の
介
護
保
険

サ
ー
ビ
ス
利
用
総
額
を
推
計
し
、
必
要
な
介
護
保
険
料
を
決
定
し
ま
し

た
。
保
険
料
は
、
前
年
中
の
所
得
や
市
町
村
民
税
の
課
税
状
況
に
よ
っ

て
決
定
さ
れ
ま
す
。

○
老
齢
（
退
職
）
年
金

○
遺
族
年
金

○
障
害
年
金

　

※
老
齢
福
祉
年
金
に
つ
い
て
は
天

　
　

引
き
の
対
象
と
は
な
り
ま
せ
ん

介
護
保
険
料
の
納
め
方

◆
仮
徴
収
の
通
知
は
４
月
に
送
付

　

し
ま
す

　

特
別
徴
収
（
年
金
天
引
き
）
の

方
は
、
そ
の
年
の
２
月
と
同
じ
金

額
を
４
月
、
６
月
、
８
月
に
納
め

ま
す
。

　

普
通
徴
収
（
口
座
振
替
、
納
付

書
納
付
）
の
方
は
、
前
年
度
と
同

じ
条
件
の
所
得
段
階
の
年
間
保
険

料
額
を
６
回
に
割
っ
た
金
額
を
４

月
、
６
月
に
納
め
ま
す
。

◆
本
徴
収
の
通
知
は
７
月
に
送
付

　

し
ま
す
（
年
間
保
険
料
額
が
決

　

定
し
ま
す
） 

　

特
別
徴
収
の
方
は
、
決
定
し
た

年
間
保
険
料
額
か
ら
仮
算
定
の
保

険
料
額
を
引
き
、
残
額
を
10
月
、

12
月
、
２
月
の
３
回
で
納
め
ま
す

（
百
円
未
満
は
10
月
で
調
整
）。

　

普
通
徴
収
の
方
は
、
決
定
し
た

年
間
保
険
料
額
か
ら
仮
算
定
の
保

険
料
額
を
引
き
、
残
額
を
８
月
、

10
月
、
12
月
、
２
月
の
４
回
で
納

め
ま
す
（
百
円
未
満
は
８
月
で
調

整
）。

　
「
介
護
予
防
」
の
実
践
に
は
、
時

機
を
と
ら
え
た
適
切
な
サ
ー
ビ
ス

が
必
要
と
す
る
人
に
提
供
さ
れ
る

仕
組
み
づ
く
り
が
求
め
ら
れ
、
新

た
に
「
新
予
防
給
付
」
と
「
地
域

支
援
事
業
」
が
設
け
ら
れ
ま
し
た
。

新
予
防
給
付
と
は

　

軽
度
の
要
介
護
者
を
対
象
に
要

介
護
状
態
な
ど
の
軽
減
、
悪
化
防

止
に
適
し
た
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し

ま
す
。

　

高
齢
者
自
ら
が
で
き
る
こ
と
を

増
や
し
、
生
活
機
能
の
向
上
を
目

標
と
し
て
い
ま
す
。

　

対
象
者
は
、
地
域
包
括
支
援
セ

ン
タ
ー
の
保
健
師
な
ど
が
中
心
と

な
り
個
別
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
（
介

護
予
防
プ
ラ
ン
作
成
調
査
）
を
行

い
、
本
人
に
併
せ
た
プ
ラ
ン
を
作

り
、
サ
ー
ビ
ス
利
用
後
の
状
態
な

ど
も
評
価
し
ま
す
。

地
域
支
援
事
業
と
は

　

要
支
援
・
要
介
護
状
態
に
な
る

前
の
高
齢
者
を
対
象
に
、
地
域
で

の
生
活
を
継
続
す
る
た
め
に
介
護

保
険
サ
ー
ビ
ス
を
中
心
に
さ
ま
ざ

ま
な
サ
ー
ビ
ス
が
利
用
で
き
る
よ

う
に
設
け
ら
れ
ま
し
た
。

　

介
護
予
防
・
包
括
的
支
援
・
任

意
事
業
を
市
の
地
域
包
括
支
援
セ

ン
タ
ー
が
中
心
と
な
っ
て
実
施
し

ま
す
。

保
険
料
の
改
正

対象者
年間介護保険料額

18年度 19年度 20年度
第４段階の者のう
ち、税制改正がない
場合

第1段階の該当者 25,740円 32,370円
39,000円第２段階の該当者 25,740円 32,370円

第３段階の該当者 32,370円 35,490円

第５段階の者のう
ち、税制改正がない
場合

第1段階の該当者 29,250円 39,000円

48,750円
第２段階の該当者 29,250円 39,000円
第３段階の該当者 35,490円 42,120円
第４段階の該当者 42,120円 45,240円

第
４
・
５
段
階
に
該
当
す
る

方
へ
の
激
変
緩
和
措
置　

　

平
成
18
年
度
の
税
制
改
正
の
影

響
に
よ
り
、
市
町
村
民
税
が
非
課

税
で
あ
っ
た
方
が
課
税
と
な
っ
た

場
合
は
、
急
激
に
介
護
保
険
料
額

が
上
が
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
こ

れ
を
防
ぐ
た
め
、
激
変
緩
和
措
置

が
設
け
ら
れ
ま
し
た
。

　

激
変
緩
和
措
置
と
は
、
段
階
的

に
保
険
料
額
を
上
げ
て
い
き
、
平

成
20
年
度
に
は
通
常
の
保
険
料
を

課
す
制
度
で
す
。

特
別
徴
収
の
対
象
と
な
る
年
金

　

特
別
徴
収
（
年
金
天
引
き
）
の

対
象
年
金
が
次
の
３
種
に
拡
大
さ

れ
ま
し
た
。

　

新
た
に
対
象
と
な
っ
た
遺
族
年

金
・
障
害
年
金
の
天
引
き
は
、
10

月
以
降
の
開
始
と
な
り
ま
す
。

　

介
護
保
険
は
、
加
齢
に
伴
っ
て
要
介
護
状
態
に
な
っ
た
時
に
必
要
な

サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
、
そ
の
人
の
能
力
に
応
じ
、
で
き
る
だ
け
自
立
し

た
日
常
生
活
が
営
め
る
よ
う
社
会
全
体
で
支
え
合
う
社
会
保
険
制
度
と

し
て
平
成
十
二
年
か
ら
利
用
さ
れ
て
き
ま
し
た
。

　

今
回
こ
の
制
度
が
改
正
さ
れ
、「
介
護
が
必
要
に
な
っ
た
と
き
」
だ
け

で
な
く
、「
で
き
る
限
り
介
護
状
態
に
な
ら
な
い
よ
う
に
」
と
し
た
「
介

護
予
防
重
視
型
」
へ
と
移
行
が
さ
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
概
要
を
お
知
ら

せ
し
ま
す
。

問長寿福祉課
☎44-3005
F 44-3035

第４・５段階該当者への激変緩和措置

所得段階 対　象　者
年間保険料額

（計算方法）

第１段階

生活保護受給者および老齢福祉

年金（※１）受給者で、世帯全

員が市町村民税非課税の者

19,500円

（基準額×0.5）

第２段階

世帯全員が市町村民税非課税の

者で、本人の年金収入額と合計

所得金額（※２）の合算額が

80万円以下の者

24,180円

（基準額×0.62）

第３段階
世帯全員が市町村民税非課税の

者で、第２段階に該当しない者

29,250円

（基準額×0.75）

第４段階

世帯の誰かに市町村民税が課税

されているが、本人は市町村民

税非課税の者

39,000円

（基準額）

第５段階

本人が市町村民税課税で、前年

の合計所得金額（※２）が200

万円未満の者

48,750円

（基準額×1.25）

第６段階

本人が市町村民税課税で、前年

の合計所得金額（※２）が200

万円以上の者

58,500円

（基準額×1.5）

生
活
保
護
を
受
給
し
て
い
る

市
町
村
民
税
を
納
め
て
い
る

同
じ
世
帯
に
市
町
村
民
税
を

納
め
て
い
る
人
が
い
る

合
計
所
得
金
額
が

２
０
０
万
円
以
上

で
あ
る
（
※
２
）

年
金
収
入
と
合
計
所
得

の
合
算
額
が
80
万
円
以

上
で
あ
る
（
※
２
）

老
齢
福
祉
年
金
を

受
給
し
て
い
る
（
※
１
）

あなたの介護保険料は？

はい

いいえ

いいえ いいえ いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

はい

はい

※１　老齢福祉年金＝明治44年４月１日以前に生まれた者。または大正５年４月１日以前に生まれた者で一定条件を満たす者が受けている年金
※２　合計所得金額＝「所得」とは実際の「収入」から「必要経費の相当額」を差し引いた額

事業名 事業内容

地
域
支
援
事
業

必
須
事
業

①介護予防事業

・特定高齢者の把握
・要支援、要介護になるおそれの高い
　者等を対象とする介護予防サービ
　スの提供（特定高齢者施策）
・全高齢者を対象とする介護予防事業
　（一般高齢者施策）

②包括
的支援
事業

介護予防マ
ネジメント

・介護予防ケアマネジメント

総合相談・
支援事業

・地域の高齢者の実態把握、介護以外
　の生活支援サービスとの調整等

権利擁護事業 ・虐待の防止、虐待の早期発見等

地域ケア支
援事業

・支援困難事例に関するケアマネ　
　ジャーへの助言、地域のケアマネ
　ジャーのネットワークづくり等

③任意事業 その他
・介護給付等費用適正化事業、家族介
　護支援事業等

※②は地域包括支援センターで実施していく事業

地域支援事業の概要

予防重視型システムの概要

高齢者

特定高齢者
の把握

要介護認定
・要介護状態区分の審査
・状態の維持、改善の可
　能性の審査

要支援・要介
護になる恐れ
のある人

地域支援事業
（介護予防サービス）

要支援者
（現行の要支援者・

要介護１の一部）

新予防給付

要介護者

介護給付

要支援・要介護と
なることへの防止

重度化の防止

地域包括支援センター
（介護予防マネジメント）

居宅介護支
援事業所

（ケアマネジメント）

は新しい制度


